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研究成果の概要（和文）：独居高齢者の生活機能低下やその抑制策に関する科学的根拠は十分ではない。本研究
では同居者のいる高齢者と比較した独居高齢者の生活機能低下リスクおよび私的・公的支援の特徴を明らかにし
た。その結果、1. 男性のみ独居と生活機能低下との関連が見られ女性では影響が少ない、2. 独居男性の生活機
能低下リスクは虚弱者ほど増悪化する、3. ソーシャルサポート提供機会が独居男性の生活機能低下リスクを軽
減させる、4. 独居者ほど困りごと相談相手不在のリスクが高い可能性を明らかにした。急増する独居高齢者の
介護予防を図る上で地域での相談体制拡充やサポート提供機会創出の重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：It is unclear whether or not solitary living elevates the risk of functional
 decline and if it does, what support system could alleviate it. This study examined the risk of 
functional decline in older adults living alone and their characteristics on the availability of 
formal/informal support. The analyses showed that excess risk for functional decline in older adults
 living alone was more salient in men than in women; frailty enhanced the risk of living alone in 
men. Social support exchange, particularly support provision, mitigated the risk for functional 
decline in men living alone, and older adults living alone were more likely to lack advisers when 
they required them. To prevent functional decline in older adults living alone, these findings 
suggest the importance of a support system that those living alone can consult when they require, as
 well as opportunities for providing support to the others in the community.

研究分野：公衆衛生学

キーワード： 独居　介護予防　縦断的研究　ソーシャルサポート
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１．研究開始当初の背景 
高齢化が進捗するなか高齢者に占める独居
者割合も増加しており、今後独居高齢者への
支援のあり方を検討することがますます重要
となる。独居高齢者は家族介護力不足から軽
度要介護認定のリスクが高いという知見はあ
るが、独居と生活機能低下との関連について
の国内および海外の知見は一貫していない。
他方、独居高齢者が地域生活を送るうえで私
的・公的支援との関わりは重要と考えられる
が、これらの支援者・機関との関わり方が同
居者のいる高齢者とどのように異なるのかに
ついての知見は未だ乏しい現状にある。 
 
２．研究の目的 
(1) 大規模縦断データを用いて独居高齢者の
生活機能低下リスクを個人特性による違い
を踏まえて解析するとともに、独居者の生活
機能低下リスクを説明する要因を明らかに
した。 
(2) 大規模横断データを用いて独居者の私
的・公的支援との関わりを同居者のいる高齢
者との比較から明らかにした。以上から、今
後独居高齢者の介護予防に資する支援のあ
り方について検討を行った。 
 
３．研究の方法 
(1) 日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェ
クトが保有する約 10 年間のコホートデータ
を用いた。愛知県の 10 自治体に居住する要
介護認定非該当の 65 歳以上男女を対象に
2003 年に実施された調査データに要介護認
定情報および死亡等賦課情報を突合したデ
ータセットから、基本的日常生活動作能力
（BADL）が自立し、かつ 1 年以内に要介護 2
以上の認定を受けていない者で、婚姻や世帯
構成の設問に回答している 13468 名（男性
6600 名、女性 6868 名）を分析対象とした。
エンドポイントは、要介護 2以上の認定とし
た。要介護 2 以上は BADL の各項目のいずれ
か１つ以上が非自立の状態像とほぼ同程度
とみなすことができる。また軽度認定とは異
なり家族介護力の影響を受けにくいとされ
ている。このデータを用いて次の 3つの解析
を実施した。①男女別にみた婚姻と要介護 2
以上発生との関連を検討した。この結果等を
踏まえ、世帯構成を有配偶/無配偶(同居者あ
り)/無配偶(独居)に分け、②主観的認知症状
および手段的日常生活動作能力といったリ
スクの有無別に独居との関連を検討、③独居
者における要介護2以上発生リスクを説明す
る中間変数の検討を行った。 
(2) 本研究では大規模縦断パネルデータの構
築を目指し、2016年に JAGESプロジェクト
と協働して新規調査を実施した。得られた
JAGES2016 データを用いて独居高齢者におけ
る私的・公的支援の特徴を把握した。全国 38
自治体における171677人を分析対象とした。
「困りごとがあった場合に相談できる人は
いますか」という設問に対し、「いない」「同

居家族」「別居子」「兄弟姉妹・親戚・親・孫
（以下、親戚）」「近隣・友人」「町内会・自
治会・老人クラブ（町内会・老人クラブ）」「社
会福祉協議会・民生委員（社協・民生委員）」
「ケアマネジャー（ケアマネ）」「医師・歯科
医師・看護師（医療職）」「地域包括支援セン
ター・役所・役場（包括・行政）」「その他」
の選択肢を用い、複数回答で尋ね、独居者の
回答の特徴を検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 男女別にみた婚姻と要介護 2 以上発生と
の関連 
 追跡期間中の要介護 2以上の発生は男性で
16.8％、女性で 18.2％であった。男性ではベ
ースラインにおける有配偶 85.5％、女性
54.1％であった。Cox比例ハザードモデルに
よる検討の結果、年齢や等価所得、教育歴、
抑うつ傾向等健康指標や喫煙等健康行動、ソ
ーシャルサポートを調整しても、男性では有
配偶者は無配偶者と比較して約26％要介護2
以上の発生リスクが低かった  (ハザード
比:HR = 0.74; 95%信頼区間:CI = 0.61, 0.88)。
これに対し女性では 7％であった (HR: 0.93; 
95%CI: 0.82, 1.06)。次に無配偶者のなかで同
居者の有無による差を解析した結果、男性 
では、同居者のいる無配偶男性と比較して独
居者のリスクはHR:1.12 (95%CI: 0.81, 1.53)、
女性でHR: 1.06 (同 0.90,1.26)であり、無配
偶者における同居者の有無による差異は比
較的小さいことが分かった。以上から、男性
では独居と同居の差よりもむしろ配偶者の
有無の影響が強い可能性が明らかになった。
一方、女性では家族構成が生活機能低下に及
ぼす影響は相対的に小さい可能性が示唆さ
れた。婚姻の健康影響は男性においてより強
いことが知られるが、生活機能低下との関連
は明確ではなかった。本研究は縦断研究を用
い、性差を踏まえて婚姻と生活機能との関連
を明らかにしたものである。研究成果を国際
学会で報告した。 
 
(2) 手段的日常生活動作能力および主観的認
知障害の有無別にみた独居と要介護 2以上発
生リスクとの関連 
 (1)の解析を参考に配偶者ありと比較した
場合の独居者および配偶者以外の同居家族
がいる者の要介護リスクについて、健康高齢
者群とハイリスク高齢者群で関連性が異な
るか否かを検討した。要介護リスクとして本
研究では手段的日常生活動作能力（IADL）
および主観的認知障害（SCC）を設定した。
COX比例ハザードモデルによる分析の結果、
男性において SCC のあるグループでは独居
の要介護リスクが SCC のないグループと比
較して有意に高かった (p <.05)。層別にみる
と、SCCあり群の場合、男性独居者は配偶者
ありの者と比較して約 2.6倍要介護 2以上の
発生リスクが高かった（図 1）。一方 SCCな
し群や女性、および IADLについてはそのよ



うな関連は認められなかった。本研究は、特
に独居者の生活機能低下がハイリスク群で
加速化することを表しており、虚弱独居者へ
の支援の重要性を裏付けた。研究成果を国際
学会で報告した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1. 主観的認知障害 (SCC) 有無別にみた独居と要介

護 2以上発生リスク 

 
(3) 独居と要介護 2 以上発生リスクとの関連
に媒介する要因の検討 
 以上のように、特に男性では独居者や配偶
者以外の者とのみ暮らす男性における要介
護 2以上の発生リスクが高いことが明らかに
なった。次に、これらのリスクを説明する要
因の検討を行った。具体的には先行研究に基
づいて健康行動やソーシャルサポートの授
受を中間変数とする仮説を立て、階層投入法
によりリスクを説明するかどうかを検討し
た。その結果、年齢、等価所得、教育および
抑うつ傾向等健康指標を共変量として投入
したモデル 1では、有配偶者を参照群とした
場合の独居者の要介護 2 以上発生リスクは
HR =1.45 であった。さらに喫煙、飲酒、運
動習慣等健康行動を共変量に加えたモデル 2
ではHR = 1.45とほとんど変わらなかったの
に対し、モデル 1にソーシャルサポート受領
および提供を投入したモデル 3 では HR = 
1.34 と、独居者のリスクの約 24％を説明し
ていた。すべての変数を投入したモデル 4で
も HR = 1.35であった（図 2）。なお、サポ
ート授受の 4項目について授受別に検討した
ところ、サポート提供が独居者のリスク軽減
を主に説明していることが明らかになった。
本研究から独居による生活機能低下リスク
に対し、地域でのソーシャルサポート提供機
会の創出が有効な可能性を示唆した。研究成
果は現在国際誌に投稿中である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2. 男性独居者の要介護 2 以上発生リスクを説明する

要因 

モデル 1: 年齢、所得、教育および抑うつ傾向等健康

指標（5項目）を調整 

モデル 2: モデル 1＋健康行動（4項目）を調整 

モデル 3: モデル 1＋サポート授受（4項目）を調整 

モデル 4: フルモデル 

 
(4) 同居者の有無別にみた私的・公的支援と
の関連 
 独居群では困りごと相談ができる人がい
ないケースが 8.7％に対し、同居者あり群で
は 2.6％であった。相談相手の有無をアウト
カムとする二項ロジスティック回帰分析の
結果、共変量を用いないモデルでは、同居者
ありに比して独居で相談相手がいないオッ
ズ比（OR）は 3.57 (95%CI: 3.39, 3.76)であ
った。次に性、年齢および教育年数の影響を
調整すると独居群の OR = 4.53 (95%CI: 4.28, 
4.80)であり、独居群では相談相手がいない確
率は同居者あり群の 4倍以上であった。個別
の相談相手についてみると、同居者あり群と
比較して独居群で 5％以上相談相手となる割
合が高かった間柄は「近隣・友人」「社協・
民生委員」のみであった。高齢者が可能な限
り在宅で生活を過ごすための地域包括ケア
システムの構築が急がれる。独居高齢者が急
増するなか、本研究では独居者の困りごと相
談先が不足している可能性を明らかにした。
今後は地域包括支援センターなど、困りごと
相談先の充実や民生委員等との連携がより
一層重要であることが示唆された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3. 群別にみた困りごと相談できる相手 
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